
成田都市計画地区計画の決定(富里市決定)  

都市計画酒々井インターチェンジ周辺地区地区計画を次のように決定する。  

名         称  酒々井インターチェンジ周辺地区地区計画  

位         置  富里市新橋字駒詰、上杣田及び下杣田の各一部の区域  

面         積  約２．８ヘクタール  

地 区 計 画 の 目 標 

本地区は、東関東自動車道酒々井インターチェンジ直下に位置し、富里

市都市計画マスタープランにおいては、拠点型産業振興ゾーンとして、周

辺市町との連携による地域経済の発展を促進する拠点として、高い土地利

用の可能性を有している地区である。  

また、高速インターチェンジ直下という好立地による広域交通ネットワ

ークのポテンシャルを活かし、雇用創出や税収に寄与する工場、流通業務

施設、商業施設、市の情報発信や地域振興・観光拠点等に寄与すると認め

られる施設を適正に配置することにより、地域の産業拠点として形成を図

ることを目標とする。  

区域の整備・開発及び  

保全の方針  

【土地利用の方針】  

 市街化調整区域における土地利用方針において、「インターチェンジ活

用ゾーン」として定めており、地域の産業拠点として、酒々井インターチ

ェンジ直下としての広域的な交通アクセス機能を活かし、更なる産業振興

に向けた、工場、流通業務施設、商業施設、市の情報発信や地域振興・観

光拠点などの立地を誘導し、周辺環境と調和した地域振興に資する土地利

用の誘導を図る。  

【地区施設の整備の方針】  

・緑地  

 周辺環境との調和に配慮し、緑豊かで潤いのある事業環境を形成するた

め、地区周縁部に約０．２８ヘクタール以上の緑地を適切に配置する。  

【建築物等の整備の方針】  

 周辺環境との調和に配慮した産業・観光拠点の計画的な誘導を図るた

め、建築物等に関する事項を次のとおり定める。  

（１） 建築物等の用途の制限  

（２） 建築物の容積率の最高限度  

（３） 建築物の建蔽率の最高限度  

（４） 建築物の敷地面積の最低限度  

（５） 壁面の位置の制限  

（６） 建築物等の高さの最高限度  

（７） 建築物の形態又は意匠の制限  

（８） かき又は柵の構造の制限  



「区域は計画図表示のとおり」 

理由：インターチェンジ活用ゾーンとして、高速インターチェンジ直下という好立地による広域交通ネットワークの

ポテンシャルを活かし、市の情報発信と地域振興による産業拠点を形成するため地区計画を決定する。 
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建築物等の用途の

制限 

次の各号に掲げる建築物以外は、建築してはならない。ただし、市長が公益上

必要と認める建築物については、この限りでない。 

１ 工場（建築基準法別表第二（る）項第１号に掲げるものを除く。） 

２ 研究所 

３ 倉庫（建築基準法別表第二（る）項第２号に掲げるものを除く。） 

４ 店舗、飲食店、展示場その他これらに類するもので、市の地域振興又は観光

施策に寄与すると認められるもの 

５ 前各号に揚げる建築物に附属するもの 

建築物の容積率の

最高限度 
２００％ 

建築物の建蔽率の

最高限度 
６０％ 

建築物の敷地面積

の最低限度 

２，０００㎡ 

ただし、市長が公益上やむを得ないと認めた建築物の敷地はこの限りではな

い。 

壁面の位置の制限 

壁面の位置の制限は、次の規定によるものとする。 

ただし、市長が公益上やむを得ないと認めた建築物、地盤面下の建築物及び

建築物の管理上最小限必要な付帯施設についてはこの限りではない。 

１ 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から、隣地境界線または道路境界線ま

での距離は、５ｍ以上とする。 

建築物等の高さの

最高限度 
１５ｍ 

建築物等の形態又

は意匠の制限 

１ 建築物の外壁又はこれに代わる柱並びに屋根の色彩は、原則として原色を

避け、周囲の環境と調和したものとする。 

２ 敷地内に設置する屋外広告物は、形状、色彩、意匠その他の表示の方法が

美観風致を害さないものとする。 

かき又は柵の構造

の制限 

 かき又は柵の構造は、次の規定によるものとする。 

 ただし、市長が建築物の管理、保安上やむを得ないと認めたものはこの限りで

はない。 

１ かき又は柵（門柱及び門扉を除く。）の構造は生け垣を原則とし、その他の

場合は、フェンスもしくは鉄柵等透視可能なものとする。 

  ただし、フェンス等の基礎で地盤面からの高さが０．６メートル以下のもの

にあっては、この限りではない。 

２ かき又は柵(生け垣を除く。)の高さの最高限度は２メートルとする。 

土地の利用

に関する事

項 

現存する樹林地、

草地等で良好な居

住環境の確保に必

要なものの保全を

図るための制限 

１ 区域内の緑化率は、１０％以上とする。 


